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に，社会慣習によって発生した生産利潤・等価変分の変化幅は，EU加盟によって発生
した生産利潤の変化幅と比較するとさほど大きなものではない，という結果が得られ
た． 
 
 一連の分析結果をまとめると，以下のように結論付けられる．まず，手法論的側面
では，社会慣習が存在する地域を対象に分析をおこなう際には，社会慣習制約の影響
を考慮せずに分析をおこなうと正確な分析結果が得られない可能性があることが示さ
れた． 
 その上で，研究の主目的である社会慣習と女性労働力という観点からは，本論文で
シミュレーション分析を適用したアダナ県灌漑地域においては，トルコのEU加盟が実
現しても，社会慣習の存在によって農業生産に負の影響が発生してEU加盟の効果が減
少する，という結果が得られた．社会慣習が消失した場合には，女性労働力をさらに
活用する方向での技術変化を促進しやすくなるといえ，その意味でも社会慣習制約が
存在するならばそれを解消させること，また女性の仕事とされている家事労働負担を
軽減させるような間接的支援策をおこなうことも農業政策上重要であることを示唆し
ている． 
 しかし，社会慣習の消失による効果はEU加盟による生産環境の変化による効果と比
較すると大きなものではないことも明らかになった．その意味では，農業生産環境を
改善する施策が重要となる．その上で，女性労働参加に関する社会慣習制約を考慮す
るためには，上述の施策に加え，社会慣習との親和性の高い畜産の生産環境改善を促
進し，女性労働の投入先を確保しておくことも施策の一つとして有用である． 
 
 
 
 
